
１ ライフサイクルと貧困研究

ライフサイクルと貧困研究は本来，大きな関連を有している。すでに森岡清

美による詳細なその紹介に見られるように（森岡，1973），２０世紀初頭に

Seebohn B. Rowntree (1901) が家族周期の展開の中で出現する貧困期の把握を

目的として，イギリスのヨーク市の労働者世帯の調査を行い，そこからライフ

サイクル上の経済的な浮沈のパターンを明らかにした。この Rowntree の方法

は後続の多くの研究を生み出し，ライフサイクルの概念と方法を多くの方面に

普及させた。日本でも農村社会学の鈴木栄太郎 (1940) や家庭経済学の中鉢正

美ら（中鉢，1976）がライフサイクルの概念を用いて貧困の周期的把握を試み

ている。

サイクルという用語から明らかなように，ライフサイクルは生活の周期性を

前提にした概念である。貧困を生活周期の中で構造的に把握することは社会政

策学や社会福祉学にとって大きな有用性をもつ。

周期性を前提とするライフサイクルに対して，周期性よりも多様性・非周期

性を強調するのがライフコースの概念である。ライフコースとは基本的には誕

生から死亡までの社会経験の軌跡であり，出来事の経験順序や経験率，経験年

齢の変化などに関心を寄せる傾向がある。ライフサイクルが安定的な構造に関

心を持つのに対して，ライフコースは構造の変動に関心があるといってよいだ
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ろう。

近年，社会学内外で貧困に対する関心が高まっている。第２次産業の国外移

転に伴う失業率の増加，経済のグローバル化への対応の結果としての非正規雇

用の増加，といった歴史的な変化がわが国に改めて貧困の問題を引き起こした。

けれども，一方で子どもの貧困，母子世帯の貧困など，かつてから存在した問

題であるにもかかわらず近年になってようやく認識されるようになった貧困も

ある。

本研究は，貧困の把握のためにライフサイクルの概念を用いてこれを計量的

に把握する方法を論じるものである。近年では貧困の測定には相対的貧困，す

なわち可処分所得を世帯人数の平方根で割った「等価世帯所得」の中央値の２

分の１を貧困線とし，それ以下の層を貧困層とする方法が用いられることが一

般的である。本研究が対象とするのはミクロデータからの貧困の把握であり，

具体的には離別母子世帯の相対的貧困率および世帯所得のライフサイクル上の

変化の把握を目的とする。この目的のために，本研究は recursive regression（再

帰的回帰，逐次的回帰）とよばれる方法を用いることを提唱する。Recursive

regression を用いることで，標本数が少ない年齢層の所得を推定することがで

き，また規定要因の変化など，貧困をめぐる構造の変化を敏感に把握すること

ができる。

２ Recursive regression

Recursive regression はもともと探索的な回帰分析の方法としてさまざまな分

野で利用されてきた。Recursive regression は逐次的に標本を増加または減少さ

せ，その都度同じ回帰モデルを用いて推定を行う方法である。パラメータの推

定は OLS でも GLS でもよく，標本の変化に伴うパラメータ推定値の変化が

主要な考察の対象となる。ここで，標本の増加または減少は一定の規則に従っ

て行われる必要がある。

Recursive regression が社会学系の研究において注目されるようになったのは，

Larry J. Griffin と Larry Isaac が時系列分析への導入を提唱したことをきっかけ

とする (Griffin and Isaac, 1993)。一般的な時系列分析は，１年を１観察対象と

し，n 年を対象に主として回帰モデルによって分析をおこなう。時系列回帰モ

デルはすべての年次に対して同一のモデルを適用するが，当然のことながらそ
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こでは年次間に同じパターンが存在することを前提としているため，そのまま

では年次間の変動を扱いえないことになる。Recursive regression を適用する場

合には古い年次からスタートして１年ずつ新しい年次を増やしていく forward

法と，新しい年次からスタートして１年ずつ過去の年次を増やしていく

backward 法の２つがある。いずれの方法でも，回帰係数（厳密にはパラメー

タ推定値）の変化を把握することが重要なポイントになる。それは，その時点

でパターンが変化することを意味するからである。

forward 法，backward 法どちらを選択するかは，スタート時点の構造の安定

性をどちらがより仮定できるかに依存する。回帰係数に変化が見られた場合，

その時点で構造に何らかの変化が生じたことを意味するため，そこから新しい

段階となると判断される。厳密にはその前後で何通りかの区切り方を試してみ

る必要があるが，いずれにせよ，年次をこの情報をもとに分割し，分割された

年次内で再度回帰モデルを適用する。こうすることで，時系列回帰を用いて変

動を把握することが可能になる。このように，時系列分析において recursive

regression のもつ方法論的な意味は非常に大きいといえる。

ここで，視点を変えてみよう。本来，recursive regression は構造が時間とと

もに漸次的に変化しているような対象に適している分析法だといえる。という

ことは，時間が逐次的に増加または減少している現象にはおしなべて適用可能

だということになる。これまではその時間はもっぱら歴史的時間のみであった

が，年齢に代表される個人時間，イベントからの経過時間などにも当然適用が

可能なはずである。そこで，ここではライフサイクル上の経済的浮沈を把握す

るために，この手法を応用することを考える。

ライフサイクルの設定の仕方はいくつか想定しうるが，家族研究においては

末子の年齢（末子の誕生からの時間）が代表的な時間の一つである。末子年齢

はとくに乳幼児期の子どもの存在を確実に把握できるため，乳幼児の存在や育

児を就労などに対する制約要因と考える立場に親和的である。

さて，ライフサイクル上の経済的浮沈のもっとも単純なとらえ方は，年齢も

しくは末子年齢別にみた所得の平均値を用いる方法である。もちろん，これ自

体貴重な情報ではあるけれども，この方法ではさまざまな要因が所得に及ぼす

影響をモデル化することは困難である上に，通常のミクロデータでは特定の年

齢や末子年齢に応じた十分な標本を確保すること自体が難しい。母子世帯や父

子世帯など，特定の家族構造と貧困の関連を検討しようとする場合には後者の
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問題はより深刻なものとなる。

これに対して recursive regression は標本数が限られたものであっても，回帰

式によって所得の推定を行うことができる。さらに，独立変数を複数設定する

ことで特定の条件が及ぼす効果，および所得の条件付き平均値の推定・外挿が

可能になるという利点もある。

３ 方法

３．１ データ

以下の分析では第３回全国家族調査 (NFRJ08) データを用いる。このデータ

は日本家族社会学会によって２００９年１－２月に実施された調査であり，調査対

象は２００８年末において２８－７２歳の男女９，４００人である（田中，2009）。計画

標本は住民基本台帳からの層化二段無作為抽出に基づく。調査方法は配票留置

法であり，回収率は５５．４％であった（稲葉，2010）１）。

なお，以降の分析では末子の年齢を基準にライフサイクルの設定を行うため，

有子世帯のみが対象となる。また，就業が所得に及ぼす効果は男性と女性では

全く異なることが予想されるため，対象は女性回答者に限定する。分析は末子

年齢０－５歳の有子世帯についての分析から開始し，末子年齢の範囲を１歳ず

つ増加させていく forward 法を使用する。また，recursive regression では線形

回帰モデルを用いてパラメータを OLS または GLS で推定することが一般的

であるが，理論上はモデルに制約はなく，ロジットなどのカテゴリカル変数を

用いることもできる。

３．２ 相対的貧困率の算出

相対的貧困率は所得から税金・社会保険料などを除いた可処分所得を世帯人

数の平方根で割った「等価可処分所得」を求め，その中央値の２分の１の値を

貧困線とし，これ以下の所得層を相対的貧困層とみなし，該当する世帯または

世帯人員が全体に占めるその百分率を求めるものである。NFRJ08データは

２００８年度の世帯の総所得を測定しているが，可処分所得まではわからない。

この点で，以降の分析は相対的貧困率の正確な推定には限界を有している。

NFRJ08が実施された２００９年の貧困線は，厚生労働省による『国民生活基

礎調査』に基づいて公表されており，等価所得の中央値が２５０万，貧困線は
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１２５万，相対的貧困率は１６．０％，子どもの相対的貧困率は１５．７％，子どもの

いる世帯の相対的貧困率は１４．６％である（厚生労働省，2011）。このため，本

研究でも等価世帯所得について１２５万を貧困線とし，１２５万未満を貧困層とす

る。

とはいうものの，NFRJ08は２８歳から７２歳までの男女が対象であり，母集

団の年齢層が異なること，回収標本の傾向からみて社会経済的地位の低い層が

標本構成において過小な傾向がみられること，また把握される所得は可処分所

得ではなく粗所得であることから，国民生活基礎調査による相対的貧困率の数

字とは異なったものとなるだろう。

４ 分析

４．１ 貧困率の変化

最初に，末子年齢の変化による相対的貧困率の変化を推定する。推定には家

族構造（ひとり親世帯）および女性の就労の効果を組み込んだモデルを適用す

る。モデル式は以下のような二項ロジットモデルである。

log
�

1��

� �
��0 ��1X1i ��2X2i ��3X3i ��i [1]

ここで π は貧困世帯の出現確率，��(1��)は非貧困世帯を基準とした貧困

世帯の出現のしやすさ，すなわち貧困リスクを示す。X1 は離別母子世帯，X2

は死別母子世帯，X3は（末子から見た）母の就労に関するダミー変数である。

離別母子，死別母子のパラメータ推定値（回帰係数）は二人親世帯をレファレ

ンス・グループとしたときのそれぞれの効果を測定することになる。母子世帯

の貧困はすでに周知の事実であるが（阿部，2009），ライフサイクル上のその

経済的浮沈は必ずしも明らかではない。なお，分析データにおいて離別母子世

帯は総計で１１８名と比較的標本数を確保できたが，死別母子世帯は７７名で，

末子０－１４歳の範囲では２名しか確保しえなかった（全体および離死別の標本

数は表１参照）。このため，死別母子世帯は統制変数としてもっぱら使用し，

実質的な分析は禁欲することにする。

また，母子世帯の経済状態は，就労によって貧困が緩和されるかどうかも重

要な焦点となる。日本の離別母子世帯の就労率の高さはよく知られているが，
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表１ モデル１による貧困世帯リスクについてのパラメータ推計値
（二人親世帯を基準とするオッズ比）

Exp (ß )

末子年齢 n n（離別母子） 離別母子 死別母子 母就業

０―５
０―６
０―７
０―８
０―９
０―１０
０―１１
０―１２
０―１３
０―１４
０―１５
０―１６
０―１７
０―１８
０―１９
０―２０
０―２１
０―２２
０―２３
０―２４
０―２５
０―２６
０―２７
０―２８
０―２９
０―３０
０―３１
０―３２
０―３３
０―３４
０―３５
０―３６
０―３７
０―３８
０―３９
０―４０
０―４１
０―４２
０―５０

５４
１０２
１５７
２０６
２４８
２９４
３３２
３７２
４１６
４５４
４９８
５４２
５８８
６２８
６７６
７１６
７５７
８０９
８４２
８８５
９１６
９４７
９７８
１０２４
１０６１
１０８４
１１１８
１１４４
１１７２
１１９４
１２２７
１２６２
１２８３
１３１６
１３３７
１３６５
１３８２
１４１２
１５０２

４
４
９
１３
１６
１９
２６
３１
３４
４２
４７
５１
６０
６０
６３
６６
６９
７３
７５
７７
８２
８４
８５
８６
８７
９０
９３
９５
９９
１００
１０２
１０６
１０８
１０９
１１１
１１３
１１３
１１４
１１８

１３．４７
１２．１４
１２．２３
２０．６４
３０．８７
３８．７５
２９．８３
２０．８３
２４．４１
２４．４１
１７．９４
１７．０７
１７．６４
１８．６３
１７．７６
１６．５２
１５．２０
１６．３２
１５．９１
１５．９５
１４．３９
１３．８７
１３．７６
１３．００
１２．９１
１２．５２
１２．３２
１１．３１
１０．６８
１０．６５
１０．３１
９．７２
８．９８
８．９５
９．７９
８．９６
８．９３
８．７６
８．１７

２６．１６
２６．１６
２６．５５
６３．５３
９２．０１
４７．２５
２３．３１
２９．１１
３５．９３
２２．２６
２３．９８
１９．６３
１６．２１
１４．５０
１３．４３
１５．０９
１４．０４
１３．３４
９．４３
８．２０
８．７９
９．４２
９．７７
８．４９
７．１７
６．９６
７．２６
６．９３
６．９４
６．８２
６．２６

１．９７
２．６７
２．３８
２．６１
２．８３
２．２６
２．４０
１．８８
１．７７
１．７７
１．８６
１．８０
１．４４
１．３７
１．３６
１４８
１．５１
１．５５
１．５１
１．４４
１．３０
１．０８
０．９９
１．００
０．９１
０．８３
０．８９
０．８６
０．８２
０．８２
０．８１
０．７２
０．６９
０．５１
０．６５
０．６２
０．６１
０．６３
０．５７
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にもかかわらず貧困率が高いことも知られている（日本労働研究機構，2003）。

まずは交互作用を含めない単純なモデルからライフサイクル上の変化を推定し

てみよう。

表１はこのモデルを適用して得られた独立変数の回帰係数についてのパラメ

ータ推定値をオッズ比 (exp(�)) の形で示したものである。たとえば，離別母

子世帯の推定値は，レファレンスである二人親世帯に比して貧困世帯の出現率

が何倍であるかを示している。表の「末子年齢」とは分析対象となった標本の

末子年齢の範囲を示している。最初の末子年齢０－５歳から，標本は順次末子

年齢を１歳づつ増加させており，それぞれの標本に対して同一のモデルが適用

されている。数字が記入されていない箇所は，当該の標本（死別母子世帯）が

標本中に存在しないことを意味している。このように分析のたびに標本数が変

わるため，パラメータ推定値の有意性検定はあまり意味を有さないため，有意

水準表記などは省略している。表１で示された離別母子世帯，死別母子世帯の

オッズ比の変化を図１に示す。

まず離別母子世帯のオッズ比についてみると，一貫して高いが，最初の変化

は末子０－８歳で生じている。この時点で貧困リスクは大きく高まり，０－１０

歳でピークに達する。以降はややリスクは減少しつつも，０－１５歳でオッズ比

が２０を下回り，減少が大きくなる。その後はゆるやかに漸減していき，０－２５

歳で１５を下回る。次の大きな変化は０－３５歳で，オッズ比は１０を下回る。こ

のように，離別母子世帯については末子０－７歳の乳幼児・育児期，末子８－

１５歳の義務教育期，１６－２４歳の青年期，２５－３５歳の脱青年期，３６歳以降の中

図１ 末子年齢段階別にみた離別・死亡母子世帯の貧困リスク（オッズ比）の推定値

５ ７ ９ １１ １３ １５ １７ １９ ２１ ２３ ２５ ２７ ２９ ３１ ３３ ３５ ３７ ３９ ４１ ５０

１００

９０

８０

７０

６０

５０

４０

３０

２０

１０

０

離別母子

死別母子
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年期，に段階を区分でき，８－１５歳に貧困リスクが大きくなる。

つぎに，死別母子世帯は標本数が少ないために参考程度の情報と見るべきだ

が，全般的に離別母子世帯よりもオッズ比の値が大きい。常識的には遺族年金

など所得保障は死別母子世帯のほうが充実していると考えられるが，ここでの

結果はそれに反している。結局，死別によっても急激な世帯収入の減少が生じ

ており，子どもが在学中の期間は貧困リスクが高いようだ。

両者に比較すると母就労の効果はずっと小さく，最大でも末子０－９歳時の

２．８３である。

この点は後の分析でも考察対象となるが，一般に離婚後の母子世帯はそれ以

前の世帯と比して大幅な所得の低下を経験する。末子０－７歳という就労がき

わめて難しい時期に貧困リスクがそれ以降よりも小さい理由は，おそらくはこ

の時点で離婚できる女性は相対的に所得が高いか，経済的に安定している実家

への同居が可能な者に限られる結果ではないかと思われる。子どもが小学校に

入学以降，こうした条件にない者も自らの就労可能性を考慮して離婚を選択す

るようになると考えらえる。

こうしたセレクション効果（未就学児を抱えた状態で離婚できるのは離婚後

の経済的な安定があるもののみ）を仮定すると，母子世帯の貧困の問題が顕在

化するのはむしろ子どもが小学校にあがってからの時期であるということにな

る。また，離別と死別にはどちらも貧困リスクが大きく，どちらも離別や死別

に伴い急激な世帯所得の低下が発生し，それに対する社会手当や遺族年金など

による対応には限界があることが示唆された。

以上に示された末子年齢による差異に注目して標本を分割し，それぞれにモ

デル１を適用した結果が表２である。結果はこれまでの考察と一致したものと

なっている。離別母子がもっとも高い貧困リスクを示すのは末子８－１４歳であ

る。それ以前，それ以降も二人親世帯に対するオッズ比は高いが，末子小学生

から中学卒業までのこの時期は突出している。ちなみに，相対的貧困率を算出

すると末子年齢段階別に３３．３％，４４．９％，２１．２％，６．２％，１６．０％となる。

以上の傾向は死別母子世帯についても同様である。離別にせよ，死別にせよ，

世帯所得が低い場合には子どもが（それが学生をしながらかどうかはわからな

いが）中卒後就労することで家計がそれ以前よりも幾分か安定している状況が

うかがえる。こうして子どもたちに労働可能性が低い末子小学生から中学生の

時期がもっとも貧困のリスクが高いことを確認できた。ちなみに８－１５歳の貧
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困は Rowntree (1901) が見出した結果と完全に重複する。また，これはしばし

ば森岡清美や鈴木栄太郎が言及する「長子の１５は貧乏の峠，末子の１５は栄華

の峠」という農村直系制家族についての慣用句とも対応する。本研究は末子を

扱っているが，離別母子世帯の場合は子ども数が少ないことが多く，末子８－

１５歳は長子８－１５歳と大きく重複する。

これに比して就労の効果ははるかに小さい。皮肉なことに，貧困リスクが高

い末子０－７，８－１４，１５－２４の３時点では就業の効果は有意ではなく，就業が

世帯の所得を改善しているとは言えないことがわかる。

４．２ 世帯所得の変化

つぎに，ライフステージと世帯所得の変化について分析をおこなう。従属変

数 Y は世帯所得であるがここではパラメータ推定値の解釈をしやすくするた

めに等価所得ではなく，粗所得をもちいる。モデル式は以下である。

Y ��0 ��1X1i ��2X2i ��3X3i ��4X1 X3 ��i [2]

ここで，X1 は離別母子世帯，X2 は死別母子世帯（レファレンスは二人親世

帯），X3 は母就労で先の式 [1] と同様に forward 法による recursive regression

を適用する。ただし，ここでは離別母子世帯と母就労の交互作用項を投入して

いる点が [1] のモデルとの違いである。交互作用項を投入する目的は，就労が

離別母子世帯の所得に対して有する効果をより正確に理解するためである。な

お，推定は OLS を用いる。この結果を表３に示す。

表３の定数は二人親世帯で母専業主婦の世帯の平均所得を示している。離別

母子世帯の主効果はレファレンスである二人親世帯との条件付き平均値の差と

表２ 末子年齢段階別にみた貧困率に対する二項ロジットの推定結果

独立変数 Exp(β)

末子０―７歳 末子８―１４歳 末子１５―２４歳 末子２５―３１歳 末子３２―５０歳

定数
離別母子
死別母子
就業

．０２＊＊＊

１２．２３＊＊＊

２．３８

．０３＊＊＊

３９．１９＊＊＊

４４．５８＊

０．８９

．０３＊＊＊

８．７１＊＊＊

１８．０３＊＊＊

１．０３

．１２＊＊＊

２．７７
２．６１
０．２０＊

．２２＊＊＊

１．２６
２．１０
０．２６＊＊

Nagelkerke R２ ．１０２ ．３９７ ．１８５ ．１０４ ．０８５

＊P�0�5 ＊＊p�0�1 ＊＊＊p�0�01
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なるため，その推定値の絶対値は実質的には二人親世帯の父の就労の効果を意

味する。最初の大きな変化は前述の分析と同様に，９歳と１０歳の間に示され

る。次の非連続性は子ども（末子）が就労可能になる１４－１５歳の間に示され

表３ 世帯所得を従属変数とした重回帰分析の結果（非標準化偏回帰係数）

年齢 定数 離別母子 死別母子 母就業 離母×就業

０―５
０―６
０―７
０―８
０―９
０―１０
０―１１
０―１２
０―１３
０―１４
０―１５
０―１６
０―１７
０―１８
０―１９
０―２０
０―２１
０―２２
０―２３
０―２４
０―２５
０―２６
０―２７
０―２８
０―２９
０―３０
０―３１
０―３２
０―３３
０―３４
０―３５
０―３６
０―３７
０―３８
０―３９
０―４０
０―４１
０―４２
０―５０

６０９．０７１
６１１．７１５
６２３．９２３
６３７．９７９
６４４．９２５
６５７．８５０
６６９．９５１
６６５．０００
６６８．６３８
６７１．４０５
６７３．６１４
６７７．４９３
６８３．８０１
６９０．３４１
６９６．７４８
７０４．１６７
７０８．８５７
７１７．４９３
７１５．７５６
７１６．１１８
７１６．１３７
７１５．１００
７１６．２２３
７１５．０１６
７１３．７０４
７０８．４９９
７０３．６０４
７０５．２３６
７０２．１１１
７０５．０３５
７０３．０７０
６９８．３１４
６９３．３３３
６８９．５４９
６８７．３７７
６８０．９２７
６８０．３６３
６８１．１０９
６７４．８８８

―３５１．５７１
―３５４．２５１
―３６６．４２３
―３８０．４７９
―３８７．４２５
―４８６．１８４
―４９５．２８４
―４９３．３３３
―４９６．９７２
―４９９．７３８
―４３２．３６４
―４３６．２４３
―４４７．９６８
―４５４．５０７
―４６０．９１５
―４６８．３３４
―４７３．０２３
―４７６．２４３
―４６２．４２３
―４６２．７８４
―４６２．８０４
―４６１．７６７
―４６２．８９０
―４６１．６８３
―４６０．３７０
―４５５．１６６
―４５０．２７１
―４５１．９０３
―３４９．８０３
―３３８．６０６
―３４４．４０３
―３４６．４３９
―３４１．４５８
―３３７．６７４
―３６８．２１０
―３４８．６７７
―３４８．１１３
―３５２．７７５
―３４６．４８８

２５０．８５２
２５７．３９７
２５３．５３４
―１９７．７７３
―２１２．１９２
―２１１．４１１
―３１５．６４４
―３９６．１１９
―４１７．９５７
―３８１．４５１
―４１３．３９４
―４２６．５２６
―４０８．５０１
―４１１．７６１
―３５６．３８１
―３１８．９６４
―３３０．８９１
―３２０．８４５
―３３０．９６４
―２８９．４１９
―２９４．５６３
―２９７．１５６
―２８９．８７４
―３０２．０１７
―３０９．０１０
―３１１．３３２
―３０４．５５８
―２８３．２１０
―２７１．３２３
―２７７．０３７
―２７９．７４５
―２７１．５９５
―２６９．９１５
―２６１．２８９

４８．９８９
６５．５９３
５５．０６１
３２．３７８
３９．１４６
４１．２９７
２５．６５２
３１．４６６
２９．２９０
４０．７８７
３７．７９７
３９．７２７
４３．０９０
４２．０２１
３７．１５３
３８．４０２
３８．００３
３１．８９９
４３．９０６
５３．２６８
５７．３７６
６０．３５９
５９．１６２
５９．６６０
６１．９３４
６６．０９７
７０．４９７
６７．８６５
６９．８４４
６５．８０９
６８．０９７
７２．５３０
７５．２４１
７８．５８３
８０．４１２
８６．９１３
８７．５７２
８６．７５６
９３．９３９

４４３．５１１
４２６．９０７
１８２．４３９
１０９．６６８
５１．５６８
１１０．４７４
１２２．４６４
１５０．６１７
１４３．８７６
１１１．３９２
７５．１３９
６６．７８９
６２．００３
６３．０７２
６６．９２６
７３．０９８
８６．３２２
８５．３９０
５９．６５５
５４．５０１
５２．３７３
６６．３７４
６７．１７５
６４．９９４
６８．７７１
６９．５２０
６８．０７４
７５．５４６
―２５．４０８
―３５．４９３
―３１．７０６
―３５．１２７
―３６．５１８
―３９．２２１
―８．３４２
―２７．９２６
―２８．５８５
―２３．８５３
―３１．１０３
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る。これ以降は３２－３３歳間に１００万円近い差が示される。このように，離別

母子世帯のライフステージは大きく３つに区分されるが，その内実は母就業お

よび離別母子世帯と母就業の交互作用効果から明らかになる。

交互作用の最初の大きな非連続性は６－７歳間に現れる。６歳までは母子世

帯で就労している場合の所得が４００万円以上と非常に高いが，それ以降は２００

万円を下回る。これは，末子が未就学の状態で離婚する母親たちは，自身が稼

得能力の高い者か，もしくは経済力のある実家に同居しながら就労しているこ

とを意味する。７歳以降の就業の効果の小ささは，専業主婦だった者や所得が

低い者，同居可能な実家を持たない者などがこの時期から離婚を選択しだして

いることを推察させる。次の非連続性は１４－１５歳間であり，１５歳以降は就労

の効果がより小さなものとなる。これは，子どもの就労が可能になったために

低い所得の就労でも生活が成立することをおそらく意味している。そうであれ

ば，離別母子世帯の子どもたちが中学卒業と同時に（高校に進学している場合

を含めて）自ら就労することで家計を支えている姿が浮かび上がる。

続く３２－３３歳間の差異はかなり異質である。ここでは交互作用のパラメー

タ推定値が一挙にマイナスの値をとる。この時期の離別母子世帯での就労は，

かえって所得を減じるということになるが，この背景には定年退職がこの時期

発生することを想定せざるを得ない。末子の誕生が母３２－３３歳ころだと想定

すると，末子３２－３３歳のこの時期が定年退職期にあたる。年金の受給資格な

どを有している場合は退職後も一定の所得が保障されるため，定年退職後の再

就労の必要性は大きくはない。が，そうでない場合には何らかの形で就労を継

続しなければならない。これ以降の離別母子世帯の母の就労は，そうした就労

しなければならない状況の裏返しである可能性が高く，就業形態は非正規雇用

を中心としたより周辺性の高いものであると考えられる。

死別母子世帯は死別母子世帯とはやや異なった結果が得られた。全般的に死

別は離別よりもパラメータ推定値は小さな値を示し，離別が末子中高生のころ

に二人親世帯との所得格差が大きくなるのに対して，この傾向は弱い。ただし，

標本数が少ないために，この知見には踏み込まないでおく。

母就労の効果は概して小さく，末子１１－１３歳の期間ではたかだか年額３０万

程度である。それ以前も以降も就労による所得の上昇効果は低く，離別母子世

帯×母就労の交互作用を含めても，夫不在・死別の影響を相殺するには程遠い。

これは，母親の就労が男性稼得者に比して非正規を中心とした周辺性の高いも
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のであることを改めて示している。

４．３ 世帯所得の推定

以上の結果から，母無職の離別母子世帯，母有職の離別母子世帯についての

所得を推定できる。比較のために母無職の死別母子世帯および母無職の二人親

世帯についても世帯所得の推定を行った。あわあせて離別母子世帯における母

の就労所得の推定も行った。この結果が表４である。浮沈をより分かりやすく

するために，これをグラフ化したものが図２である。

注意が必要なのは，recursive regression を用いた推定であるために，世帯所

得はある末子年齢に対応した推定値ではなく，末子０歳からその年齢までの世

帯所得の推定値であるという点である。末子年齢に対応した世帯所得を算出す

る場合には各年齢ごとに一定の標本数を必要とするが，現実にはその確保は難

しく，小標本法を用いざるを得ない。しかし，recursive regression を用いた場

合にはそれ以前の標本を含めて推定がなされるため，推定自体は大標本法を用

いることができる。ただ，その結果は所得の変化を見るために用いられるべき

ものであり，所得の変化を示す大まかな指標と考えるべきである。

さて，図３から明らかなように，全体の中でもっとも所得が低い状態を示す

のが母無職の離別母子世帯である。とりわけ末子１０－１４歳の小学校高学年か

ら中学生の時期にかけて，所得の低い状態が出現する。この時期の所得の低さ

は通塾や高校進学などと大きく関連することが予想され，問題性が大きいとい

えるだろう。全体の区分は０－９歳の低所得期，１０－１４歳の最低所得期，１５－

３２歳の低所得安定期，３３歳以降の安定期，の４段階におよそ区分できるよう

だ。二人親の母無職世帯と比較するとその差は大きく，３００万円から４００万円

の差異が常に観察される。

離別母子世帯では無職に比して，就労している場合には末子未就学の時期を

除けば所得の推定値は１００万円ほど高い状態で推移していく。既述のように末

子未就学で就労しているケースは非常に所得が高く（ただし本人の所得ではな

い可能性もある），特殊な条件にあることが推察できる。しかし，末子７歳以

降は大きな変化は見られない。

死別母子世帯は標本数が少ないために注意が必要だが，末子１３歳以降は母

就業の離別母子世帯と同じか，やや下回る水準で推移する。一部の時期を除け

ば，就業の有無にかかわらず離別母子世帯は二人親世帯との所得格差が大きく，
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表４ 回帰モデルによる世帯年収および就労所得の推計値（万円）

末子年齢
離別母子
無職

離別母子
母就業

死別母子
母無職

二人親母無職 離別母子世帯
の就労所得

０―５
０―６
０―７
０―８
０―９
０―１０
０―１１
０―１２
０―１３
０―１４
０―１５
０―１６
０―１７
０―１８
０―１９
０―２０
０―２１
０―２２
０―２３
０―２４
０―２５
０―２６
０―２７
０―２８
０―２９
０―３０
０―３１
０―３２
０―３３
０―３４
０―３５
０―３６
０―３７
０―３８
０―３９
０―４０
０―４１
０―４２
０―５０

２５７．５００
２５７．４６４
２５７．５００
２５７．５００
２５７．５００
１７１．６６６
１７４．６６７
１７１．６６７
１７１．６６６
１７１．６６７
２４１．２５０
２４１．２５０
２３５．８３３
２３５．８３４
２３５．８３３
２３５．８３３
２３５．８３４
２４１．２５０
２５３．３３３
２５３．３３４
２５３．３３３
２５３．３３３
２５３．３３３
２５３．３３３
２５３．３３４
２５３．３３３
２５３．３３３
２５３．３３３
３５２．３０８
３６６．４２９
３５８．６６７
３５１．８７５
３５１．８７５
３５１．８７５
３１９．１６７
３３２．２５０
３３２．２５０
３２８．３３４
３２８．４００

７５０．０００
７４９．９６４
４９５．０００
３９９．５４６
３４８．２１４
３２３．４３７
３２２．７８３
３５３．７５０
３４４．８３２
３２３．８４６
３５４．１８６
３４７．７６６
３４０．９２６
３４０．９２７
３３９．９１２
３４７．３３３
３６０．１５９
３５８．５３９
３５６．８９４
３６１．１０３
３６３．０８２
３８０．０６６
３７９．６７０
３７７．９８７
３８４．０３９
３８８．９５０
３９１．９０４
３９６．７４４
３９６．７４４
３９６．７４５
３９５．０５８
３８９．２７８
３９０．５９８
３９１．２３７
３９１．２３７
３９１．２３７
３９１．２３７
３９１．２３７
３９１．２３６

９０８．７０２
９２７．３４８
９１８．５３４
４７０．８６５
４５９．２１３
４６２．２０３
３６１．８４９
２８７．６８２
２７２．３８４
３１５．２９７
２９０．７７３
２８２．３３１
３０８．９９２
３０３．９９５
３５９．７３７
３９７．１７３
３８４．２０９
３９５．３７８
３８４．０５２
４２４．２８５
４１３．９３６
４０６．４４８
４１５．３６２
４００．０９４
３９６．０２５
３９１．７３８
３９３．７５６
４１０．１２３
４１８．２２６
４１０．３４０
４０１．１８２
４０８．７６８
４１１．１９４
４１３．５９９

６０９．０７１
６１１．７１５
６２３．９２３
６３７．９７９
６４４．９２５
６５７．８５０
６６９．９５１
６６５．０００
６６８．６３８
６７１．４０５
６７３．６１４
６７７．４９３
６８３．８０１
６９０．３４１
６９６．７４８
７０４．１６７
７０８．８５７
７１７．４９３
７１５．７５６
７１６．１１８
７１６．１３７
７１５．１００
７１６．２２３
７１５．０１６
７１３．７０４
７０８．４９９
７０３．６０４
７０５．２３６
７０２．１１１
７０５．０３５
７０３．０７０
６９８．３１４
６９３．３３３
６８９．５４９
６８７．３７７
６８０．９２７
６８０．３６３
６８１．１０９
６７４．８８８

４９２．５００
４９２．５００
２３７．５００
１４２．０４６
９０．７１４
１５１．７７１
１４８．１１６
１８２．０８３
１７３．１６６
１５２．１７９
１１２．９３６
１０６．５１６
１０５．０９３
１０５．０９３
１０４．０７９
１１１．５００
１２４．３２５
１１７．２８９
１０３．５６１
１０７．７６９
１０９．７４９
１２６．７３３
１２６．３３７
１２４．６５４
１３０．７０５
１３５．６１７
１３８．５７１
１４３．４１１
４４．４３６
３０．３１６
３６．３９１
３７．４０３
３８．７２３
３９．３６２
７２．０７０
５８．９８７
５８．９８７
６２．９０３
６２．８３６
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また死別母子世帯も格差自体は大きい。

式 [2] のモデルを，従属変数を等価世帯所得に変えて再推定し，結果を図示

したものが図３である。図中には２００９年当時の貧困線である１２５万円を引い

ている。まず目に付くのは，母無職の離別母子世帯において，末子１０－１４歳

の時期に貧困線を下回っている状態が観察されることである。既述のように，

乳幼児を抱えた時期よりもこの時期に離婚を選択する女性が出現しやすく，離

別直後に貧困状態が出現しやすいことを意味している。この時期は子どもの教

育やライフコースに与える影響も大きく，貧困の問題の解決がより求められる。

また就労の効果は小さく，とくに末子成人以前の時期についてみればその効果

は限定的なものでしかない。就労による自立を求めることは避けられないとし

ても，簡単ではないことが理解できる。

以上の結果をもとに，標本を末子０－９歳，１０－１４歳，１５－３２歳，３３歳以

上，の５群に区分して OLS による重回帰分析を行った結果を表５に示す。結

果はこれまでの考察と一致するが，特筆すべきは末子１０－１４歳で離別母子世

帯のパラメータ推定値の絶対値が定数のそれと同じ値を示していることである。

このことは母が就労していない場合，世帯所得の平均値は０円という推定にな

り，この時期の離別母子世帯の貧困の深刻さが際立っている。

４．４ 母子世帯の母の就労所得

表４において母子世帯の母の就労所得の推定値を示したが，最後にこれを分

図２ 末子年齢段階別にみた表２による世帯所得の推計結果

５ ７ ９ １１ １３ １５ １７ １９ ２１ ２３ ２５ ２７ ２９ ３１ ３３ ３５ ３７ ３９ ４１ ５０

離別母子無職
離別母子母就業
死別母子
二人親母無職

１，０００

９００

８００

７００

６００

５００

４００

３００

２００

１００

０
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析してみよう。就労所得は母就労の主効果と，離別母子世帯×母就労の交互作

用の和である。図４は表４の結果を示したものであるが，社会保険料納付の際

に３号被保険者（２号被保険者の被扶養配偶者）の対象となる所得境界値の１３０

万円の金額も表示している。母子世帯の母の場合，夫が存在しないために３号

被保険者の資格は有しないはずだが，この結果をみると１３０万円を上回ってい

るのは末子７歳ころまでと１０－１５歳くらいの時期のみであり，あとは１３０万

円近傍の値を示している。この数値は何を意味するのだろうか？就労所得はき

わめて少額であることはこれまで述べてきたとおりだが，逆に就労の選択肢が

年収１３０万円近傍のものが多いという結果ではないだろうか。

そうであるなら，従来，３号被保険者の制度が（その制度ゆえに非正規雇用

が選択されるために）女性の正規雇用への就業を妨げていることが指摘されて

図３ 末子年齢段階別にみた等価世帯所得の推計結果と貧困線

５ ７ ９ １１ １３ １５ １７ １９ ２１ ２３ ２５ ２７ ２９ ３１ ３３ ３５ ３７ ３９ ４１ ５０

表５ 末子年齢段階別重回帰分析 (OLS) の結果

独立変数 �

末子０―９歳 末子１０―１４歳 末子１５―３２歳 末子３３歳以上

定数
離別無配偶
死別無配偶
母就労
離別×母就労
R２

６４４．９２５＊＊＊

―３８７．４２５

３９．１４６
５１．５６８
．０４１

８０１．２２０＊＊＊

―８０１．２２０＊

―２５５．７５２
―４５．４６８
３５５．６６８
．１９０

７５８．２０８＊＊

―４６４．０４７＊＊

―３５０．９３４＊＊＊

８０．５１８
８２．５４９
．１１９

５５５．３０７＊＊＊

―１８４．６８２
―１４６．５３６＊

１５３．４７５＊＊

―２００．３２９
．０９３

６００

５００

４００

３００

２００

１００

０

二人親母無職
離別母子無職
離別母子就労
死別母子無職
貧困線
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きたが，この影響は母子世帯にも違った形で及んでいることになる。専業主婦

が離婚を経て再就労することは簡単ではなく，そうした中で就労可能な仕事は

専業主婦による就労を前提として用意された，年収１３０万円未満のものに限ら

れてしまうのではないか。以上の結果はこうして再就労する女性の職業が二人

親世帯を標準として形成されてしまい，離別した女性にとって就労による経済

的自立が簡単ではないことを示唆している。

５ 終わりに

以上，recursive regression を用いて，とくに母子世帯を対象にライフサイク

ル上の所得の浮沈を分析・考察した。

全体を通して，子どもの進学や進路決定に重要な小学校高学年から中学校の

時期に母子世帯の貧困リスクは大きくなるようだ。その最大の原因は，それ以

前は子どもがまだ幼少であり，母親自身の就労が困難であるために離婚自体が

簡単ではないことにある。とくに未就学の子を抱えて離婚した場合には，自分

の実家などに同居するなどの方法がとられていることが多く，そうでない場合

には離婚する時期を遅らせるなどの対応がされているように推測される。

こうして，ある程度子どもが大きくなった時期に離婚が選択される。そのう

えで母親は再就労を目指すが，就業は簡単ではなく，標準的なものは専業主婦

を前提とした非正規雇用であり，そのために年収が１３０万円程度にとどまるも

図４ 末子年齢段階別にみた離別母子世帯の母の就労所得の推定値

５ ７ ９ １１ １３ １５ １７ １９ ２１ ２３ ２５ ２７ ２９ ３１ ３３ ３５ ３７ ３９ ４１ ５０

６００

５００

４００

３００

２００

１００

０
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のが多いと考えられる。この点は３号被保険者制度の意図せざる逆効果が示さ

れた，といえるのかもしれない。

方法論的な側面では，recursive regression を用いることで時間的なパターン

の変化をとらえる可能性を示すことができた。ただし，一般に回帰分析をこの

ように使用した場合，パラメータ推定値は末子年齢に対応した標本数の影響を

受ける。時系列分析のように年次と１測定対象が対応している場合はこの問題

が統制されているといえるが，本研究の場合にはこの問題を厳密にクリアして

いない。厳密に対応するには，標本数のウェイトをかけるべきであるが，本研

究に限っていえば末子年齢別の標本数自体の差異はそれほど大きくないため，

結果に与えた影響はそれほど大きいとはいえない。逆に言えば，時間的な変化

を追う場合に，時間単位に対応した標本数がそれほどばらつかない場合ならば，

recursive regression は適用できると考えられる。
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